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１．はじめに

１．１　研究の目的

日本では全てのオーケストラが、交響曲の演奏を中

心とするシンフォニー・オーケストラとして活動して

いる。バブル時代にはそれぞれ活動の場を広げること

ができたが、運営の安定していた行政主導のオーケス

トラでも、例えば神奈川フィルハーモニー管弦楽団に

続いて東京都交響楽団では楽員給与が１割以上減額１）

されるなど、長引く景気の低迷により助成金は削減傾

向にある。顧客が減少し、スポンサーとなっていた民

間企業も相次いで撤退する中で、日本のオーケストラ

を取巻く外部環境は更に厳しくなっており、オーケス

トラにも危機感が見られるようになった。これまでの

同質競争を抜け出し、オペラ、交響楽といった専門分

野に特化したり、またフランチャイズ・オーケストラ

として地元との連帯を深めたりと、オーケストラの個

性を生かした生き残りの方法が模索されている。東京

フィルハーモニー交響楽団と新星日本交響楽団の合併

も、経営難に直面する自主運営の２つのオーケストラ

が、新国立劇場の専属オーケストラとなることを視野

に入れ、オペラと交響曲の活動を同時に行うことで、

大幅な人員削減を行わずに生存できることをねらって

考案されたものである２）。

そこで本稿では、日本のオーケストラの現状分析に

より、それが抱える組織課題とその解決策について考

察する。

１．２　研究の対象、方法

日本のオーケストラの運営に関する研究としては、

芸団協オーケストラ研究プロジェクト（1995）が総合

的研究を行っており、事例研究としては、眞継（1994）３）

の名古屋フィルハーモニー交響楽団を対象としたオー

ケストラの収支構造に関する研究、徳永（1999）４）の宝

塚交響楽団を対象とした戦後の日本のオーケストラ経

営に関する研究などがある。しかし、オーケストラの

「組織」を中心とした研究はこれまであまり行われてこ

なかった。

そこで本研究では、日本のオーケストラ組織を把握

するため事例研究を行った。全体像を把握するため研

究の対象を首都東京及び複数の地方都市とし、運営形

態を考慮して、NHK交響楽団、日本フィルハーモニー

交響楽団、東京フィルハーモニー交響楽団、東京シテ

ィ・フィルハーモニック管弦楽団、神奈川フィルハー
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モニー管弦楽団、大阪フィルハーモニー交響楽団、群

馬交響楽団、山形交響楽団の８団体を対象の中心とし

た。

研究方法は、定量調査及びインタビューによる定性

調査とした。インタビューの対象は、アドミニストレ

ーション組織からは事務局長および事務局員、演奏家

組織からはコンサートマスター、ユニオン代表者、楽

団員を選んだ。インタビューは、1998年９月より2001

年３月までに行った。

２．環境分析

２．１　歴史

日本でのオーケストラの歴史５）は、1879年（明治12）

に溯る。明治維新により積極的に西洋文化を取り入れ

たこの時期に、文部省音楽取調掛（現東京芸術大学）

が設置されると共に、宮内省雅楽課有志による日本初

のオーケストラが創設された。学校教育でも明治以降

西欧式音楽体系が取り入れられ、西洋音楽が上流階級

から市民へと浸透していく中で、1908年（明治42）に

東京の三越が、翌年には松坂屋が少年音楽隊を設立し、

これが百貨店におけるマーケティングの一環としての

職業管弦楽団へと発展していく。1909年（明治43）に

は三菱財閥の岩崎小太郎が大隈重信らと東京フィルハ

ーモニーの会を設立し、1915年（大正４）には民間の

オーケストラとして初めて東京フィルハーモニー会管

弦楽部が創設された。しかし、資金面から周囲の反対

が強く、わずか１年足らずで解散されることになった。

大正末期（1925）になって、パーマネントオーケスト

ラとしては日本で初めて、新交響楽団（現ＮＨＫ交響

楽団）が誕生した。

ヨーロッパでは市民や行政の要請によりオーケスト

ラが設立されてきたのに対し、1972年に日本フィルハ

ーモニー管弦楽団の財団解散に伴い首席指揮者であっ

た小沢征爾を中心に結成された新日本フィルハーモニ

ー交響楽団や、1970年に神奈川県内の若手演奏家22人に

より発足した神奈川フィルハーモニー管弦楽団、また

1975年にユース・シンフォニーのメンバーによって結

成された東京シティ・フィルハーモニック管弦楽団な

どのように、日本では音楽家が自主的に演奏する場と

してのオーケストラを結成してきたことが特徴である。

２．２　文化政策・文化予算

日本では国の文化政策を推進するために、「芸術及び

国民娯楽」「文化財」「著作権」「国語」「宗教」を対象

として1968年（昭和43）に文部省外局として文化庁が

発足した６）。図１に見るように発足当初（1968年）49

億60百万円であった文化庁予算は、芸術文化の振興、

国立文化施設の整備、文化財の保護等の政策の拡充に

より、2000年度では807億91百万円となり、30年間で16

倍の予算が計上されるようになったが、2000年度の文

化庁予算は文部省一般会計予算の1.37％、国の一般会

計予算の0.10％に過ぎない。これは、文化を国家で擁

護する政策を採るフランスの対国家予算比率0.97％

（1997）に比較すると約10分の1程であり、文化財保護

が66.9％（540億円）と中心となっているのが特色であ

る。残る30.4％（245億円）は芸術文化の振興に当てら

れており、この内訳は、国立美術館整備運営12.2％

（99億円）、新国立劇場の整備推進7.0％（56億円）、地

方の文化振興2.9％（23億円）、芸術創作活動等の推進

が8.3％（67億円）７）である。

図１　文化庁予算の推移

文化庁は、国際的視点において日本の文化振興の基

盤的な整備を図ることを政策目的としている。これに

対し、国民が自らの文化を創造しようとする意識の高

まりの中で、1990年「芸術文化振興基金」が設置され

た。政府から500億円、民間からの寄付金112億円の計

612億円を原資として、この資金の運用益により幅広い

芸術文化活動への助成が行われるようになった。芸術

文化振興基金からの助成金は91年度には31億円余りあ

ったが、これをピークに年々運用益が低下し、2000年

度実績では11億円となっている。

このように金利の低下などから助成の総額が減少す

るなどの問題が生じたために、1996年度より21世紀の

文化立国の実現を目指し芸術創造活動の支援施策を再

構築した「アーツプラン21」が創設されることになっ

た。「アーツプラン21」は芸術創造活性化事業として①

日本の芸術水準向上の牽引力となる芸術団体に対して

出典　文化庁『新しい文化立国の創造をめざして』2000年
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の特別支援 ②国際芸術交流推進 ③芸術創造基盤整備

の３分野に助成すると共に、舞台芸術振興事業として

日本芸術文化振興会に補助を行っている。2000年度の

アーツプラン21の予算額は49億5100万円であり、この

うち①の芸術創造特別支援に21億8千万円を配分し、芸

術団体に対する重点支援を行っている。採択団体は音

楽・舞踊・演劇から構成されており、2001年度には音

楽部門のオーケストラでは15団体が支援を受けること

になった。

国からの芸術文化支援に対する公的助成は、このよ

うに芸術文化振興基金とアーツプラン21が一体となり、

2000年度の助成金額合計は約60億円である。アーツプ

ラン21が創設された96年より、助成合計額は増加傾向

にある。

以上は直接的な支援助成であるが、一方で民間から

の支援を助長させるための間接的な芸術文化支援に関

する政策として、税制優遇措置があげられる。例えば、

アメリカでは「芸術文化は市民の手で」という考えが

基本となり、国家が直接文化に関与しない政策であり、

文化政策イコール税制優遇措置であるとも言える。

1994年度実績では、公的セクターが8.68億ドルに対し

民間セクターからの文化支出総額は114億ドルに及ぶ。

更に、民間支援のうち企業が15.75億ドル、財団が15億

ドル、個人が75億ドル（約9150億円）８）であり、個人

が文化助成の主体となっている。これに対し日本では

財団・個人の寄付は約50億円９）である。これはアメリ

カでは、個人による現金での寄付では30－50％の所得

控除が認められており、更に単年度で寄付支出が所得

控除枠を超過する場合には5年間の繰越控除が認められ

るのに対し、日本では所得税の25％の上限及び１万円

の下限が設定されており、また繰越控除が認められて

いないなど、個人の寄付に対するインセンティブが低

くなっているためである。

２．３　地方自治体・文化施設

日本では、文化総支出のうち国家の占める割合は約

７％に過ぎず、全体の約90％にあたる8,379億円（97年

度）は都道府県、市町村など地方自治体によるもので

ある。図２は都道府県・市町村における芸術文化経費

合計の内訳の推移を表わしている。文化施設建設費及

び文化施設経費がハード、芸術文化事業費がソフトの

予算であり、この表からハードに比較してソフトの経

費比率が大変低いことが読み取れる。

1996年現在の全国のホール数は、2,883にのぼる10）。

特にバブル期以降地方都市を中心に豪華なホールや文

化会館が設立され、新設ホールが急増している。図３

は地方自治体が建設したホール数の推移を示している。

このようにハコとしてのホールは地方に分散し、その

数を急激に増加させてきた。

このように全国に立派なホールが建設されてきたに

もかかわらず、それに伴うソフト、即ち専属楽団・劇

団の設置や運営・企画が伴わず、特に地方のホールは

稼働率が低い。全国に600もあるという数億かけて設置

されたパイプオルガンの大半も、使用されないまま飾

りと化している。もっともハードには予算がつきやす

いが、ソフトにはつきにくいという予算制度は、地方自

治体のみならず日本全体の問題点であり、1997年にオ

ペラ、バレエ、現代演劇の新しい拠点としてオープン

した新国立劇場も、当初予定されていた専属カンパニ

ーや研究機能の計画も縮小・棚上げされ、世界に例を

見ないハコだけのオペラ座として疑問視されている11）。

図２　地方自治体芸術文化経費

図３　地方公共団体立等文化会館数

２．４　企業メセナ活動

日本の民間企業による芸術文化支援活動は、企業の

社会貢献に対する意識の高まりの中で次第に定着しつ

つあると言われているが、実際には民間による文化支

援は文化への総支出の約３％に過ぎない12）。しかし、

サントリー音楽財団、セゾン文化財団など企業による

芸術文化支援を行う助成財団が設立され、1988年には

これら23の財団による芸術文化助成財団協議会が設立

された。そして、このような状況を背景に、90年に（社）

メセナ協議会が設立されたことで、芸術文化を行う企

業との連携が図られるようになった。

メセナ協議会の設立により、税制面でも企業からの

出典　文化庁「地方文化行政状況調査報告書」（各年度）

出典　文部省「社会教育調査」（３年毎の各年度）
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支援を受けやすいシステムが日本にも構築された意義

は大きい。1999年以降の企業の資金援助総額の推移は、

図４に見るとおりである。なお、（社）企業メセナ協議

会『メセナ白書1999』によれば、日本経済の深刻な不

況下において、98年度の一社あたりの平均メセナ活動

費は１億228万円13）（実施率57.3％）で約１億円をバブ

ル崩壊後も維持しており、複数の企業による共同メセ

ナや地域密着型の活動など、企業が限られた予算を効

果的に使って芸術文化活動を支援しようとする姿勢が

見られる。メセナ活動を実施していない企業では、資

金に余裕がない（56.6％）ためという理由が圧倒的に

多くなっているが、活動を行っている企業では、社会

貢献、芸術文化振興、自社イメージの向上、企業文化

の確立を理由としている。活動実施分野では、音楽

46.5％、美術35.1％、演劇10.3％、伝統芸能7.9％となっ

３．内部資源分析

３．１　オーケストラの運営形態

日本には25のオーケストラがある14）。その中で８の

オーケストラが東京に本拠地を持ち、首都圏を合わせ

ると10の団体が、海外からの演奏団体や演奏家などと

共に限られた顧客のパイを奪い合っている。

運営形態は、表１に示したとおり、非営利法人の財

団法人・社団法人、営利法人の有限会社、市立、任意

団体に分類される。財団法人が全体の60％を占め、社

団法人などを含めると、法人格を得ているオーケスト

ラは80％に及ぶ。これは、1980年に文化庁がオーケス

トラへの補助金支出の基準として「法人格を持つ」こ

とを内規に取り入れたことによる。こうした背景の中

で、容易に認可され、優遇税制のある非営利法人とし

て財団法人の形態をとるのが一般的であったが、最近

では活動のための基本財産として３－５億円必要とさ

ており、音楽ではクラッシック音楽への支援が多くな

っているが、これは文化貢献度のPRを意識しているも

のと思われる。

図４　企業の資金援助総額

表１　日本のオーケストラの本拠地と運営形態

注）１．*は「日本オーケストラ連盟」所属以外の団体
２．東京フィルハーモニー交響楽団は、従前の東京フィルハーモニー交響楽団と新星日本交響楽団の合併により2001

年４月設立

出典（社）企業メセナ協議会『メセナ白書1999』1999年
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れるなど、財団法人の認可基準も厳しくなっている。

ほとんどのオーケストラが寄付免税枠の大きい特定公

益増進法人の資格を持つが、景気の後退に伴い企業か

らの寄付の取得も困難なのが現実である。1998年に成

３．２　オーケストラの運営

日本のオーケストラは、助成金の比率によりパトロ

ン型、独立事業型、地方型に分類することができる

（表２）。パトロン型は、企業・放送局のウェイトが高

いＮＨＫ交響楽団、読売交響楽団と、行政主導で財政

的支援をバックに設立された東京都交響楽団・京都市

交響楽団があげられる。事業収入が主な財源である独

立事業型は、日本フィルハーモニー、東京フィルハー

モニー、東京シティ・フィルハーモニックなどがあげ

られる。地方自治体から助成が強い地方型は、大阪フ

ィル、九州交響楽団、神奈川フィルハーモニー管弦楽

団などがあげられる。パトロン型、地方型のオーケス

トラでは、設立当初から財政的問題を抱えずプロフェ

ッショナルなオーケストラとして運営されたが、独立

事業型では演奏家が自発的に設立したため、活動を開

始してから運営を整備してきた。

表２からわかるように、オーケストラの収入構造は、

平均すると事業収入（チケット代・公演委託費・オペ

ラやバレエなどの舞台の演奏料・放送料など）が約

55％、国家・地方自治体による公的助成が約30％であ

る。パトロン型の中で、NHK交響楽団はNHKが全面的

に、読売交響楽団は読売新聞社が助成しているため、

公的助成金の比率は少ない。また、地方型では事業収

入約40％、公的助成約47％である。これに対し、スポ

ンサーを持たない独立事業型のオーケストラでは、事

業収入約70％、公的助成金約9％である。オーケストラ

の経営の問題点として、演奏の質・作品の忠実な再現

など演奏者側の意向と、経営陣の経費削減に軋轢が生

じることがあげられるが、こうした演奏家組織との摩

擦を避けるためにも本来目指す活動にとって充分な資

立したNPO法では非営利の活動をする団体に法人格を

与えられることになり、現在やむを得えず営利法人・

任意団体として活動している組織にも、今後優遇税制

の取り込みが期待されている。

注）楽員給与　A＝700以上、B=500－700、C=400－500、D＝400以下　平均年収（万円）
出典　「日本音楽家ユニオン2000年資料」

表２　日本のオーケストラの総経費と事業収入・助成金
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金を持つことが不可欠である。

予算規模では、1999年度のオーケストラ年間総経費15）

は、18億円以上が３団体、10－18億円５団体、５－10

億円10団体、５億以下５団体である。

図５　日本フィルハーモニー1998年度予算収入・支出

の内訳

総経費は事業費と管理費に分けられるが、特に人件

費の占める比重が高く45－65％、平均で56％である。

本拠地となるコンサートホールを持たないオーケスト

ラが多く、高いホール賃料も財政上の負担となってい

る。図５に具体的な収支の内訳として日本フィルハー

モニー98年度予算配分を取り上げている。事業収入が

約80％を占め、人件費である管理費の負担が47.1％と

大きいことがわかる。

３．３　オーケストラの組織

オーケストラの組織形態は各楽団により異なるが、

典型的な財団法人の場合、理事会・事務局・演奏家か

ら形成されている。楽団員数は15名（ニューフィル千

葉）から110名（ＮＨＫ交響楽団）、事務局員数は4名

（京フィル）から19名（日本フィル）である（1999年度実

績）。図６は日本フィルハーモニー交響楽団の組織図を

示している。同楽団は楽団員86名、事務局員19名で構

成されている。

日本では、理事長はアメリカのオーケストラのよう

に資金調達で重要な役割を果たすというよりは、名誉

職的な色彩が強く、実質的なマネジメントは事務局長

が行っている。事務局長は、財務管理、企画、宣伝な

どアドミニストレーション全般を管理している。しか

し、飽くまでも事務的管理の色彩が強く、マネジメン

トの権限は曖昧である。欧米では、Executive Director

（ED）と呼ばれる支配人と音楽監督がマネジメントの

権限を持つ場合が多いが、日本では欧米のような音楽

的権限を持つ音楽監督が存在することが少ない。常任

指揮者と呼ばれる指揮者がいるが、これも外部からの

人材登用であり音楽監督のような絶対的な権限は持た

ない。

日本では歴史的経緯からもオーケストラにおいては

演奏家のパワーが強く、プログラムの選曲、指揮者の

選出などに関しても、楽員の意見が積極的に取り入れ

られているのは、欧米のオーケストラとの大きな相違

点である。

図６　日本フィルハーモニーの組織図

３．４　オーケストラの活動

表３では、1997年度における演奏回数と内容を示し

ている。

一般に定期公演は、レパートリーを広げ技術を磨き

たいというプロフェッショナルとしての特性16）を持つ

演奏家にとっては喜ばしい仕事であるが、名曲コンサ

ートや青少年向けの音楽鑑賞教室などは、毎回同じよ

うなプログラムで、逆にプロフェッショナルとしての

モチベーションを保つことが難しい。

また演奏回数では、１回の公演のためには２－３日

のリハーサルが必要とされることから、日本のオーケ

ストラのスケジュールはかなりタイトなことが窺える。

NHK交響楽団のように公演の中でも定期演奏会が多い

楽団では、技術的な面でも難曲が多く楽員の負担は重

くなるが、群馬交響楽団のように音楽教室が多いオー

ケストラでは１回の演奏会の時間も短い。このため公

演回数だけでの単純な比較では楽団員の負担を測るこ

とは難しいが、年間公演回数が非常に多いオーケスト

出典　「日本フィルハーモニー事務局資料」

出典「日本フィルハーモニー事務局資料」
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ラでは、ダブルやトリプルのシフトでリハーサルや公

演のスケジュールが組まれており、過密なスケジュー

ルから楽員が常にベストコンディションで臨めないと

いう懸念もある。

しかし、特に財政的基盤のない独立自営型のオーケ

ストラでは、定期公演の赤字を依頼公演で補填する必

要がある。そこで、依頼公演には多くのエキストラを

雇用し、楽員がほとんどいない演奏会もある。このこ

４．日本のオーケストラの組織課題

以上の現状分析より、日本のオーケストラの組織課

題をガバナンス、ビジネス、マネジメントの観点から

提示し、その解決策について考察する。

４．１　ガバナンスの課題

まず、ガバナンスの問題点としては、助成金の不足

があげられる。アーツプラン21の創設により、芸術団

体への助成が増加したとは言え、芸術団体への助成総

額は50億円足らずである。更に助成対象団体も、オー

ケストラで言えば総数25のうち15団体17）と、全体の約

６割にのぼる団体を支援しているために、１団体当た

りの助成金が少なくならざるを得ない。このような均

等助成の傾向は、各々の団体の財政面での向上には大

きく貢献することはない。一方で民間による助成拡大

のために芸術団体への寄付に関する税制優遇が必要と

されているが、欧米諸国に比較すると個人や企業の寄

付へのインセンティブは低い。

そこで、オーケストラの財政面での基盤強化のため

には、公的助成拡大、民間助成獲得に向けた寄付税制

改革など、政策ないし制度改革へ向けた提言を続けて

いく必要がある。

４．２　ビジネスの課題

次に、ビジネス上の問題点として、採算性の低さが

あげられる。原曲を忠実に再現するという性質上、演

奏に必要とされるオーケストラの人数は決まっており、

交響曲の場合には、ハイドンやモーツァルトなら40人

程度でよいが、マーラーやブルックナーを演奏する場

合には100人以上の演奏家が必要となる。アコースティ

ックな音楽のホールの収容人数はせいぜい2000－3000

名が限度であり、チケット収入でこれらの経費の全て

を賄うことは難しい。

そこで、収益増強については、チケットの売上比率

の向上はもちろん、グッズの販売や資金運用など、チ

ケット以外の事業収入の拡大についても積極的に考え

ていかなくてはならない。オーケストラは営利を目的

とする組織ではない。しかし、オーケストラと同様に

非営利組織として運営されている日本の美術館も、欧

米の美術館のグッズ販売を見習って、最近ではアイテ

ム数を増やし売上増を図っている。また、同様に非営

利組織であるICU（国際基督教大学）では、広大な敷

地をゴルフ場として運営することで、資産運用を図っ

てきた。このように非営利組織においても、本業関連

または本業以外の事業における収入拡大は、財政基盤

安定のための重要な課題として受け止められるように

なってきており、オーケストラもミッションを達成す

とが演奏のレベルを低下させると共に、オーケストラ

の評判を落とす結果となってきたとも考えられる。

2001年4月に合併した東京フィルハーモニーと新星日本

交響楽団は、97年度において最も公演回数の多かった

オーケストラの中の２団体である。特に自主運営団体

にとっては、自主公演の赤字を依頼公演で補填する場

合、演奏家のモチベーションと財務上の双方のバラン

スをうまく取ることは非常に難しい。

注）東京フィルハーモニー交響楽団と新星日本交響楽団は2001年４月に合併
出典　芸団協『芸能白書1999』1999年　

表３　年間公演活動
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るための手段として、積極的に事業収入の拡大を図る

べきであろう。

また、経費削減については、オーケストラにかかる

経費のうち最もウェイトの高い人件費をいかに削減す

るかが課題となる。これまでのオーケストラは、暗黙

知を共有するために大編成に備えた固定メンバーを持

つことを目指す方向にあったが、固定費としての人件

費は経営上の大きな負担となっている。最近では、サ

イトウ・キネン・オーケストラ18）やセント・ルーク

ス・オーケストラ19）のように、固定メンバーを持たず

に活躍するバーチャル型オーケストラも出現してきて

いることから、既存の楽団も、今後は楽団員の人件費

を流動費化する可能性を検討していくことが必要とな

ろう。

４．３　マネジメントの課題

最後に、マネジメントの問題として、①マーケティ

ングが充分にされていないこと、②パーフォーマンス

が安定しないこと、の２点があげられる。

第１に、マーケティングに関しては、日本における

クラッシック・コンサートは一部の愛好家の囲い込み

に集中し、支持者を増加させる自助努力が不足してき

た。このため、オーケストラの定期会員は高齢化の傾

向にあり、若い聴衆が育っていない。そこで将来に向

けた顧客開拓のためのマーケティングを行うと共に、

コミュニティとの関わりの中で教育的参加による顧客

育成をしていく必要がある。

アメリカのオーケストラでは、一般に定期会員に勧

誘するテレマーケティングが盛んで、常時出来高制の

数名のパートタイム職員を抱えている。定期会員の回

数も、シーズン始めには６回シリーズ、シーズンが始

まると３回のミニ・シリーズと、勧誘の時期により回

数を変えてシリーズを組み変えている。更に、最近で

は回数のみ決まっており顧客が好きな演奏会を選べる

システムを導入するなど、マーケティングにも顧客志

向が積極的に採り入れられている。これは、民間支援

を財政基盤としているアメリカでは、早くから顧客と

の連携を考えなければ組織が生き残っていくことがで

きないことに気付いたためである。例えば、ニューヨ

ーク・フィルでは有閑層向けに金曜日の午後に定期公

演を実施したり、また高齢者用に大きい字のプログラ

ム解説を用意したりと、顧客志向を徹底している。演

目に関しても、顧客にとって聞き慣れない曲を演奏す

る際には、指揮者や音楽学者によるレクチャーが開演

前に１時間程無料で実施され、多くの聴衆が参加し好

評を得ている。背景やモティーフを事前に説明するこ

とで、顧客の演奏される曲に対する興味は格段に深ま

り、顧客満足度を向上させる手助けとなる。

また、日本のオーケストラは全ての団体が同じよう

なプログラムを組み、同質的過当競争から抜け出すこ

とができないでいる。そこで、東京のように競合の多

い都市においては、各オーケストラが独自性を打ち出

す必要があろう。アメリカのニューヨークでも、最も

古い伝統を持つニューヨーク・フィルの他に、ニュー

ジャージー交響楽団、アメリカン・シンフォニー、ア

メリカン・コンポーザーズ・オーケストラ、セント・

ルークス・オーケストラ、オルフェウス室内合奏団な

ど多くのオーケストラが存在する。しかし、各オーケ

ストラはそれぞれ、現代作曲家やアメリカの作曲家に

フォーカスしたり、室内楽やレコーディングを優先し

た活動をしたりと、棲み分けが出来ている。日本のオ

ーケストラも、各団体の色や強みを出さない限り顧客

の開拓は難しいであろう。

第２に、日本のオーケストラは演奏家の過密なスケ

ジュールもあり、顧客の支払うチケット代金に対する

コスト・バリューが安定していない。パーフォーマン

スの安定・向上のためには、プロフェッショナルの自

発性を誘発する組織づくりが必要である。例えば、オ

ルフェウス室内合奏団では、指揮者を置かずに、曲ご

とに立候補によりコンサートマスターとコアとなるメ

ンバーを決めている。これらのメンバーがリーダーと

なって、楽員全体でリハーサルとディスカッションを

繰り返しながら、曲を仕上げていく。この指揮者を置

かずに積極的な全員参加により芸術性を追求する新し

いスタイルは、オーケストラ内での楽員のリーダーシ

ップを育成するシステムを構築した。同楽団では、演

奏家のモラールを高め、常に質の高いパーフォーマン

スを実現しており、主要音楽祭への招聘や数々のレコ

ーディングなど、世界的な評価も高い。

これは新しい試みとしての一例に過ぎないが、プロ

フェッショナルの積極的な組織への参加を促しながら、

ビジョンをもった長期視点からの経営を行うためには、

実現可能な体制としての組織づくりが重要となる。オ

ーケストラのマネジメントでは、音楽・経営両面で強

いリーダーシップを発揮するために、音楽監督が経営

能力を持ち合わせ、コミュニティの中での顧客の育成

を図りながらオーケストラを牽引することが望ましい

とも思われる。しかし、実際には指揮者は世界中を飛

び回って指揮をすることで知名度を上げる傾向があり、

また、コミュニティのための教育的プログラムに関心
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のない指揮者も多い。

そこで、音楽的な戦略に関しては音楽監督と意見を

交換しながらも、自らも客観的な音楽の評価が可能な

Executive Director（ED）により、組織を発展させてい

くことが必要になろう。オペラ座では、オーケストラ

のみならず、バレエ団、合唱団などのプロフェッショ

ナルや、舞台関係など数百名から数千名の人材を抱え

ており、組織が複雑なこともあって、総裁と呼ばれる

EDが組織を統括・牽引している。オーケストラでは、

組織も100人余りで、実質的な権限を持ったEDの必要

性が唱えられてこなかったが、世界的なクラッシック

音楽の衰退傾向などの外部的要因を勘案すると、オー

ケストラの質の向上と経営収支改善のためのマーケテ

ィングを実現するためには、EDの存在が重要となる。

日本では、特に事務局長の権限が曖昧で長期的なビジ

ョンを描くことができないでいるが、今後は音楽と経

営の両面を兼ね備え、実質的な権限を持つEDが必要で

ある。

このように、顧客との相互発展に向けたマーケティ

ングを展開しつつ、組織内部に目を向けオーケストラ

のバリューを高めていくために必要とされているのが、

オーケストラのマネジメントである。

５．おわりに

特に独立事業型のオーケストラにおいては、利益を

生みにくい体質であるにも関わらず公的助成金が少な

く民間による支援も充分でないために運営資金が不足

し、経営の赤字体質に苦しんでいるのが現状である。

自主公演では赤字になることが多いため、これを補填

するためには依頼公演を増加させ事業収入を拡大する

必要性がある。しかし依頼公演を増やし過ぎると、多

忙なスケジュールにより団員のコンディションを保つ

ことが困難となり、またエキストラを多く雇用するた

めにオーケストラとしてのパーフォーマンスが低下す

る。

オーケストラの経営には公的助成の拡大が望ましい

が、少子化や景気の低迷の影響により、国家や地方自

治体にもこれ以上の文化予算は望めず、自助努力とし

てのマーケティングや経営体質改善により経営を安定

させることが不可欠となる。オーケストラでは楽団員

の意見は勿論尊重されなければならず、それは芸術団

体である以上自明のことである。しかし芸術家である

演奏家が営業や企画に精通し、劇的な環境変化に適応

するように組織を方向づけていくことは現実には不可

能に近い。演奏家組織が安心してベストな状態で演奏

活動を営むことができるようにするためには、公的助

成金が潤沢で運営環境のよいヨーロッパや、民間助成

のシステムが確立しているアメリカよりも、日本では

さらに強力なマネジメント体制が必要となる。
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